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１．平成２８年度事業報告 

Ⅰ．経営環境 

 

最近の日本経済について、日本銀行は、「わが国の景気は、緩やかな拡大に転じつつあ  

る。国内需要の面では、設備投資は、企業収益や業況感が業種の広がりを伴いつつ改善  

するなかで、緩やかな増加基調にある。個人消費は、雇用・所得環境の着実な改善を背  

景に、底堅く推移している。」と見ています。  

観光分野では、昨年の訪日外国人は約２，４０４万人となり、対前年比２１．６% 増 

加し、今年の１月~３月の訪日客も各月とも過去最高となるなど好調に伸びています。 

また、昨年の旅行収支は１兆３，９９１億円の黒字と過去最高を記録し、対前年度の伸  

び率からは鈍化していますが、今後も順調に伸びる見込みです。  

 

一方、県内の経済状況は、４月１４日及び１６日に起きた熊本地方を震源とする地震  

及び相次ぐ余震により、熊本県内及び大分県内で大きな被害を受けました。この影響で、  

長崎県内においても、宿泊客の相次ぐキャンセルなど観光業を中心に大きな影響を受け  

ました。 

しかし、日本銀行長崎支店は、今年３月の時点では、「全体としては、緩やかな回復基  

調を続けている。最終需要面を見ると、公共事業は大型案件を中心に増加している。設 

備投資は弱めの動きとなっている。個人消費は全体として底堅く推移している。観光関  

連は持ち直している。」と見ています。 

また、日本銀行長崎支店が発表した長崎県・企業短期経済観測調査（２０１７年３月） 

を見ると、全産業ベースの業況判断 D . I（「景気が「良い」－「悪い」、％ポイント）が 

この１年間は各四半期ともに＋で、３月は＋１２を維持しており、一般的に好況感が維  

持されました。 

雇用の面では、２０１７年２月の有効求人倍率が前月を０．０１ポイント上回り、１．  

１４倍となり、１１か月連続で１．１倍台になりました。 

観光の面で見ると、４月の熊本・大分地震の影響、前年の「明治日本の産業革命遺産」 

の世界遺産登録に伴う反動で大きく落ち込みました。「九州ふっこう割」「長崎ディステ 

ィネーションキャンペーン」の効果等もありましたが、昨年は主要宿泊施設の延べ宿泊 

者数が４，７７１千人（対前年比７．９％減）、主要観光施設入場者数８，６７２千人（対  

前年比７．０％減）となりました。現在は少しずつ回復してきています。  

このような状況の中、当社の観光収入、広告収入は、企業努力により増加しました。  
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Ⅱ．経営実績 

（１）全体収支実績 

  平成２８年度の営業収益は２１５，７９１千円（対前年比２０９千円の増加、 

100.0％）、営業費用は２１５，５４９千円、（対前年比１，０９８千円の減少、99.5％） 

となり､この結果、２４１千円の営業利益が生じました。 

しかし、雑損失６４８千円が発生し、当期利益▲１，２８５千円となりました。 

 

営業収益、営業費用、営業利益の実績 

営業収益 ２１５，７９１，３７０円 

営業費用 ２１５，５４９，８３８円 

営業利益     ２４１，５３２円 

 

各事業の収入実績                         （単位：千円） 

事業別 旅行事業 広告事業 売店事業 手荷物 軽食 駐車場 

Ｈ．2 6 実績 5 3 , 9 6 3  3 2 , 9 9 7   8 7 , 2 5 0  5 , 7 8 6  2 , 6 4 0  6 , 1 3 7  

Ｈ．2 7 実績 5 8 , 2 3 5  3 4 , 5 4 4   8 7 , 2 8 0  5 , 8 2 9  2 , 6 4 0  6 , 2 6 3  

Ｈ．2 8 実績 5 9 , 6 7 6  3 6 , 0 4 2   7 7 , 2 6 7  5 , 2 7 7  2 , 6 4 0  6 , 1 6 8  

対前年比 1 0 2 . 5 ％ 1 0 4 . 3％ 8 8 . 5 ％ 9 0 . 5 ％  1 0 0 . 0％ 9 8 . 5 ％ 

（ターミナル業務受託事業を除く） 

 

 

（２）事業別実績 

（イ）営業部観光課 

旅行事業の斡旋手数料収入は５９，６７６千円で、前年と比較して１，４４１千円の 

増加（対前年比 102.5％）となりました。 

これは、観光課職員の増収努力の結果であります。 

 

 

 

（ロ）総務部広告課 

広告事業の総売上は、３６，０４２千円で、前年と比較して１，４９８千円の増加（対 

前年比 104.3％）となりました。 

 

 

 



 3  

これは、長崎県の世界遺産登録推進ＰＲの継続と日本遺産「国境の島」推進ＰＲによ 

る収益増が最も大きく、またミニラッピングバス広告の営業強化による増収も大きな要 

因であります。 

 

年度始めから大手クライアント獲得のため、福岡地区の大手広告代理店への営業活動 

や長崎地区の広告代理店との営業活動、低稼働率媒体のキャンペーン価格による営業等 

による効果も微力ながらでてきております。 

 

 

 （ハ）総務部総務課 

売店事業の売上は７７，２６７千円で、前年と比較して、１０，０１３千円の減少（対 

前年比 88.5％）となりました。 

これは､長崎売店の売上が､４２，３５１千円。（同比２，５１０千円の減少）（同比 

94.4%）。 

自販機の売上が、３６７千円。（同比２，１１２千円の減少）（同比 14.8%）。 

宝くじの売上が、３４，５４９千円。（同比５，３９１千円の減少）（同比 86.5%）。と

なったためです。 

 

手荷物事業の売上は、５，２７７千円。（同比５５２千円の減少）（同比 90.5%)とな

りました｡ 

 

駐車場の売上は、６，１６８千円。（同比９５千円の減少）（同比 98.5%)となりました。 


